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書評
杉原四郎［編〕『日本経済雑誌の源流」を読んで
矢
?
伸太郎
現代は情報化時代であり，社会科学の研究分野においても各種データベースが作成•利
用されている。とは言っても日本の経済史や経営史とくに昭和2()ip以前のそれを研究する
者にとって，この情報化時代とは縁遠いと思われる。すなわち明治期から昭和20年までを
対象とした日本の経済史や経営史の研究分野での資料として共同利用ができるデータベー
スは，管見の限りでは少ないと思われるからである。
それゆえ評者のように明治期の企業経営史に関心のある者にとって研究に必要な資料を
自分自身で調査収集しなければならないが， そのためには多大の時間と労力を必要とす
る。すなわち，どのような資料が存在するのかという資料調査から始まり，その資料がど
こにあるのかという所在調査の後その資料を収集するという作業過程は，入手できる資料
によって研究の進行と成果が大きく影響されるため，決して疎かにできないものである。
すなわち，資料調査が不充分であり，存在しないと思われた資料が現実に存在すれば，研
究を変更しなければならないこともあり得るからである。
それゆえ，研究に必要な資料に関してその資料の書誌事項（著者，書名，発行所，発行
年，ページ数など）の外に，その資料の作成事情，資料の内容についても予め知ることが
できれば，資料調査に要する時間と労力は軽減されよう。ましてやその必要な資料が逐次
刊行物のように長期間にわたり刊行されており，必要なデータを調査収集するためには厖
大な量の資料を検索する必要がある場合には，予めその資料の内容についての情報を入手
できれば，必要なデータの有無などを箇単に調査できるため，軽減される時間と労力は相
当なものとなろう。
このことは評者の分野においては，明治期から刊行されている定期逐次刊行物，例えば
「東洋経済新報」のような雑誌を利用する際常に感じることである。それはこの『東洋経
済新報Jのような雑誌は，経営史，経済史や産業史研究にとって必要な資料であり，収録
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されている記事全体が貴重なデータ群であり，他の資料からは入手できないデータが混在
しているからである。なお評者がこのような雑誌から調査収集するデータは，とくに数値
で表示されているある特定商品の価格，販売高や輸出高，特定企業の経営数値などの「数
値データ」や特定企業の対社会的行動などについての「文字データ」である。
さて，『東洋経済新報」のようによく利用する雑誌以外の， 例えば他の分野における雑
誌から研究に必要なデータを調査収集しようとすれば，まずどの様な雑誌が刊行されてお
りそれらのうちどの雑誌が研究資料として信頼できるのか，その雑誌にはどのような種類
のデータが，どの位の分最で収録されているのかこれまでよく分らなかった。
ところが最近評者のこのような状況を解決してくれる研究書が刊行された。杉原四郎編
「日本経済雑誌の源流」である。
以下において本書の内容を評者なりに概槻してみたい。
2 
本書の内容を概槻する前にまずその構成を目次からみてみよう。
はしがき（杉原四郎） 序章 日本の経済雑誌（杉原四郎） 第1部総論 第1章
一般経済雑誌の展開過程（中村博男） 第2章 「東京経済雑誌」と 「東洋経済新報」
（溝川喜ー ） 第3章学術経済雑誌（杉原四郎櫻田忠衛） 第2部各論 第1
章農業雑誌（藤井隆至滝沢秀樹） 第2章鉱工業雑誌（高橋哲雄） 第3章商
業雑誌（杉原薫） 第4章貿易雑誌（小野一一郎細川元雄） 第5章金融雑誌（岡
田和喜本間靖夫） 第6章労働雑誌（西岡孝男） 第7章統計雑誌（藪内武司） 索
引雑誌索引人名索引
それではつぎに個々の章についてみていこう。
はしがき であるが，ここで編者は本書刊行の目的と意義について述べている。まず目
的からみていこう。長文の引用となるが本書を理解する上で重要と思われるので以下みて
いきたい。「経済学者は往々にして単に抽象的な理論を追求するだけでなく， 同時に時事
評論にも筆を染めることが多い。…（略）…そうした人物の全体像をつかむためには，当時
のジャーナリズムの研究が不可欠となる。
そういう意味で私は，日本経済思想史の研究を本格的にはじめた1966年以来，明治以降
の経済雑誌の調査を思い立ち，…（略）…明治・大正・昭和の三代に出版された主な経済雑
誌，とくに編者の思想に特色のある雑誌の探究をひととおり終えることができた。
だが雑誌には評論誌の側面の他に情報誌の側面があり，前者が思想史の研究にとって重
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要なのに対し，後者は経済史（経済政策史，産業史など）にとって重要な意味を持つ。と
ころがこの面の雑誌研究は，一人の手では困難で，各部門の専門家によって追求されるべ
きである。そこで私は友人たちと語って，情報誌としての経済雑誌の共同研究を行い，そ
の成果を評論誌の側面の研究と合わせて刊行するという企画を立てたのである。」
これによって本書の刊行にいたるまでの経過とその目的を知ることができる。すなわち
編者のこれまでの経済思想史の研究上必要であった明治期以後の経済雑誌の調査は主とし
てその評論誌としての側面の研究であり，経済雑誌のもつもう一つの側面である情報誌の
研究は各部門の専門家が共同で行う。そしてその情報誌としての経済雑誌についての成果
は評論誌としての研究成果と合わせて刊行する。それが本書である。
更に編者は続けて本書の意義についても述べている。「明治初年以来わが国では， われ
われの予想を超えるおびただしい経済雑誌が刊行されてきたが，近代日本の経済史と経済
思想史に不可欠なこの資料は， これまで極めて不十分にしか利用されてこなかった。本
書は， この貴重な資料に一般の注意を喚起し，利用の途を切りひらくために編まれる。
…（略）・・・経済雑誌に関する最初の資料的ガイドブックたることをめざす……」
本書はこのような目的と意義をもつものとして編集・刊行されたのである。
序章 日本の経済雑誌 は編者のこれまでの経済雑誌の研究成果を要領よく簡潔にまと
めたものであると同時に本書全体を視野に入れた経済雑誌の総合論であり，明治初年から
昭和20年にいたるわが国資本主義の発達を経済雑誌の刊行の歴史から概説したものであ
る。すなわち，後進資本主義国として出発したわが国は， 1870年代（明治3~12年）に経
済雑誌の歴史が始まった。この時の雑誌は外国の経済雑誌を見本として刊行されたが，こ
れは後進資本主義国の特色であった。 1880年代（明治13~22年）には，経済官庁や各業種
団体よりの報告が数多く刊行されると共に商品としての経済雑誌の刊行も行われるように
なった。その後1890年代（明治23~32年）には資本主義のますますの発展に伴い経済雑誌
の基盤も強化され，民間の経済雑誌や企業の発達に伴い実業雑誌も刊行されるようになっ
た。 1900年代（明治33~42年）に入ると一般経済雑誌より学術経済雑誌が分れ，実益雑誌
が好まれるようになり，農林業部門より鉱工業部門の発展に伴いこの分野での経済雑誌が
増加すると共に社会・労働問題に対する雑誌も刊行されるようになるなど経済雑誌も多様
化するに至った。
大正期になると一般経済雑誌も大衆投資家，都市生活者やサラリーマンの増加に伴い読
者層の拡大によりその雑誌発行経営の基礎が固まり，これにつれて新しい経済雑誌の刊行
が急増していった。学術経済雑誌や社会・労働問題を主題とする雑誌も増加していった。
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昭和期に入ると昭和恐慌（昭和2年）以後の激変に際し日本経済の進路をめぐる論争に
より既存の経済雑誌は発行部数を増大させ，又新しい経済雑誌も多数発行されていった。
その後昭和6年からの「15年戦争」に伴い日本経済は統制下におかれ又雑誌も統制され，
ついには休廃刊に追い込まれる経済雑誌が多くなった。
今昭和11年から20年にかけての経済雑誌の特色としては，政府当局の方針についての上
意下達型， 日中問題や経済全体の統制・企画を主題とする経済雑誌の刊行がみられるよう
になったと述べられている。
なおこの外に明治・大正・昭和20年までの各期を特色づける経済雑誌を明治期3誌，大
正期3誌そして昭和期4誌を選び発行目的，発行人のほか誌面の特色，主要記事のタイト
ルや執筆者などの概説を行うと共に，第2部の各論でとり上げなかった財政と交通の各分
野の主要雑誌についてもその変遷や特色について略述している。
以上やや詳しくその内容を述べてきたのは，本章が前述のように本書全体を視野に入れ
た，経済雑誌についての総合論であり基調論文となるべきものだからである。
第1部総論
第 1 章一般経済雑誌の展開過程は①生成•発展の推移と②歴史的考察に分かれてい
る。まず①生成•発展の推移では明治元年から昭和20年までの日本の経済雑誌の発展過程
を殖産興業の推進と勧業雑誌，実業・産業団体等の発達とその機関誌，戦時統制の進展・
統制会とその機関誌，恐慌の続発期の創・廃刊の状況ならびに昭和20年間の経済雑誌の発
禁処分の5区分とし，それぞれの区分毎に経済雑誌の発刊，休廃刊を雑誌名表記やその数
量的表記を用いて年表形式の表や統計表を作成している。
②歴史的考察は①生成•発展の推移で準備された年表や統計表を基礎にして明治元年か
ら昭和20年までの経済雑誌の推移を発行機関別，和・洋別にその創刊や廃刊の状況を一覧
表にし，これによりながら経済雑誌の発展の特色について概槻している。
第2章 「東京経済雑誌」と『東洋経済雑誌」 はわが国の本格的経済雑誌の最初であ
り，外国経済学の導入普及や日本の経済の状況や時事問題について色々な提言をその誌面
にて行った「東京経済雑誌」（明治12年1月創刊 大正12年9月廃刊）と日本や外国の経
済に関する統計や資料の提供ならびに経済・政治・社会での時事問題にまで論及し現在に
至る『東洋経済新報」とについての比較を行っている。比較点は創刊の言葉，書誌事項や
編集責任者の人物・考え方についてである。この比較を行った結果として両誌は共にその
社説欄での一貫した主張があり，これは編集責任者の人物・考え方によるところが大きい
とする。そして本章の目的は「両誌の基礎的理論とその応用についてわが国における自由
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主義経済思想の歴史的展開の一側面を考察したものである」 (93ページ）とされる。
第3章学術経済雑誌 はその誌面内容，読者層や発行主体が他の経済雑誌と異なるた
め一般経済雑誌より遅れて登場する。つまり前述したように学術経済雑誌は一般経済雑誌
より分化して刊行されるものであるとする。このような学術経済雑誌の歴史を明治期から
昭和20年までにわたって概槻している。その上で「日本の学術経済雑誌の歴史をふりかえ
って気がつく最も大きな特色は，わが国の経済学界全体を代表するような，全国的な経済
学雑誌がそだたなかったということである。」 (97ページ）と述べられている。
なお学術経済雑誌目録（昭和20年以前に刊行されたものを収録し，その後も続けて刊行
されたものはその雑誌名も収録）も付されている。
第2部各論
以下において経済雑誌の報道誌や情報誌としての側面の研究成果が農業雑誌を最初とし
論じられている。
第1章農業雑誌 は明治元年から農会法施行の明治30(1990)年までの「官僚農政」
確立までを対象期間とし， 「農事改良雑誌の中から農業政策雑誌が析出してくる時期であ
り，その過程で同時代の農事改良雑誌が失うことになった可能性と農業政策雑誌の問題性
を明らかにしたいと考え」 (124ページ）たとされ，これが本章の目的といえよう。
そしてこの目的の解明を農事改良および農業政策の各雑誌に基づきながら行い，その後
農業雑誌を12誌とりあげその変遷，目的，記事の内容や記事項目の紹介などがなされてい
る。なおとりあげた雑誌の複刻状況も付してある。また蚕業経済雑誌についても補論され
ている。
第2章鉱工業雑誌は明治元年より昭和20年までを対象期間としこの期間の鉱工業雑
誌について「いまのところ主なよりどころとなるほどのまとまった書誌，研究は存在しな
い。…（略）•••そのため本章では初期の雑誌や通常の目録類からは見つけ出せない雑誌につ
いてはやや多くのページを割くことにし，その経済（政策）思想史上の意義だけでなく，
その資料的価値をも考慮に入れて，判明した限りのデークをできるだけ克明に紹介するよ
うに努めた。本章の主なテーマは，雑誌をとおしてみた日本近代の鉱工業発展の特徴とそ
れが逆に雑誌の発達や性格に及ぼした影響をみる」 (170ベージ）ことであるとされる。そ
してこの目的にょる分析のため対象期間を明治元年~29年， 30年～大正7年と大正8年～
昭和20年と細分し，この期間に刊行された一般工業雑誌と個別産業雑誌の変遷，記事タイ
トルや誌面構成を簡単に解説しながら論じられていく。
第3章商業雑誌 は「主として明治20年代から大正前半期に出た商業雑誌のうち注目
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すべきもののいくつかを系列別にとりあげ， 日本経済史および経済思想史の研究にとっ
て，それらがいかなる資料的価値を持つかを検討すること」 (222ページ）を目的としてい
る。そして商業情報の収録されている雑誌と商業雑誌そのものの検討や商業雑誌の経済雑
誌全体の中で占める位置の検討から始められる。なおここでの系列とは民間商業，貿易関
係，実業，地方実業，個別資本・個別業界ならびに商業教育関係の各雑誌のことである。
さてここでの商業情報としては，各雑誌の記事項目（雑録，内外商況など）や商品陳列
所の報告類の貿易情報を商業情報としておられるようである。
第4章貿易雑誌は対象期間を明治10年代， 20年代， 30~40年代，大正期および昭和
20年までとし， 「本章の目的は， 経済雑誌としての貿易雑誌の存在形態とその機能を分析
することである。そこでまず貿易を対象とする雑誌がいかなる変遷と特徴を持っているか
を概観し， つぎにそのうちの二つの雑誌について若干の分析を加えることにした。」 (254
ページ）とされる。なおここでの貿易雑誌とは貿易関連業者の日常業務に役立つ情報を提
供する実用誌とされている。
さてここでの貿易情報としては輸出状況， 海外市場， 国内生産と商況があげられてい
る。なお本章では雑誌の誌面構成の内容についてもしばしば記述している。
最後に本章のまとめとして貿易雑誌の情報の質（内容）を瞥見して，官庁雑誌には海外
現地調査の情報がまた業界雑誌には業者の収集情報があると述べられている。なお目的で
述べられていた二つの雑誌とはn閑旦貿易研究」と『自由通商」である。
第5章金融雑誌 はまず明治10年から昭和20年までの金融雑誌の創廃刊状況を概説
し，ついで大蔵省・日本銀行，銀行同業者団体，市中銀行および民間出版社という様に雑
誌の発行所別の刊行状況の変遷について論じている。その後前述の発行所から刊行された
主要な金融雑誌についてその変遷，書誌事項，目次，誌面構成，記事の種類や内容を中心
として雑誌の概説を行っている。
第6章労働雑誌 は「労働問題は経済・社会問題であり，またときには政治問題でも
ある。以下，戦前の労働問題が明治・大正・昭和の一般の雑誌にどのように現れたかを概
観する。」 (354ページ）という目的をもっている。ここでの一般の雑誌としては「国民之
友』，・『日本人』，『六合雑誌』，『東洋経済新報』，『東京経済雑誌』，『国家学雑誌』，『改造』，
『エコノミスト」と「社会政策時報」である。これらの雑誌中の記事を資料としながら分
析を行っている。なお労働雑誌で複刻されたものについても述べられている。この外労働
組合の機関誌や官庁関係の雑誌についてもその変遷，書誌事項や記事内容についても解説
している。
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第7章統計雑誌 はわが国統計分野における二大組織であった表記学社（明治9年設
立，統計学研究を目的とする）と製表社（明治11年設立，統計資料の収集・紹介を目的と
する）の歴史的研究を通してわが国の統計について概観したものといえよう。なお主要な
統計雑誌である「統計集誌』，『スタチスチック雑誌」，『統計学雑誌』，『経済及統計」ほか
4誌をとりあげ各雑誌の創刊事情，書誌事項，記事内容など詳細な解説を行っている。
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以上本書の内容を各章の目的やテーマならびに第2部の各分野でとりあげられた雑誌の
紹介の仕方について評者なりに概鏡してきた。
評者は第2部の概槻を行いながら考えたことを一つだけ述べさせていただくことをお許
し願いたい。それは経済雑誌の報道誌の側面という場合，報道誌の具体的な内容は一体ど
のようなものであるのかという事である。
本書の編者はこの点について「経済現象の現状とその推移とに関する客観的な情報を蒐
集・提供するという報道性」（はしがき）や「経済生活についての正確で網羅的な情報」
（はしがき）と述べておられる。
他方第2部についてみれば，鉱工業では資料的価値，商業では資料的価値，商業情報と
は雑誌の記事中の雑報，内外商況など，ならびに貿易では貿易関連業者の日常業務に役立
つもの，貿易情報どは輸出状況，海外市揚，国内生産と商況など，をそれぞれ報道性や情
報の内容としているのではないかと思われる。
なお評者が経済雑誌から得たいと思うのは前述したように特定商品の価格，販売高，輸
出高や特定企業の経営数値といった「数値データ」や特定企業の対社会的行動といった
「文字デー タ」である。
このように経済雑誌の報道誌としての報道性や情報の具体的内容についてはさまざまな
考え方があると思われる。これは研究分野・テーマ・方法などによっても異なるのが当然
といえるためであるかもしれない。
それゆえ各分野での報道性や情報というものの内容について今以上にはっきりさせてい
ただければ，本書の利用者にとってはよりありがたかったのではないかと思われる。
さてこのような点に拘わらず本書は編者も述べておられるが「経済雑誌に関する最初の
ガイドプック」（はしがき）であることは疑いないところであり， 評者は編集に携わられ
た編者はじめ共同研究者の方々に深く感謝申し上げたい。
最後に今後は昭和20年以後の経済雑誌ならびに本書に収録されていない財政，通信など
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1030 闊西大學『継清論集』第40巻第5号 (1991年 1月）
の分野についても，，本書同様に編集・刊行していただきたいと考えるのは評者だけではな
いと思われる。（有斐閣， 1990年5月刊， A5判， 424ペー ジ， 8,580円）
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